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千円

実績実績

実績 実績

総事業費

事務事業評価シート 事業種別 継続 補助 事業類型 Ⅰ ソフト事業 １次評価のみ対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称

事業名 778 健康相談事業（負担金分）
会計 01 一般会計

款 04 衛生費

基本施策 01 10万市民の健康を維持する
項 01 保健衛生費

目 01 保健衛生総務費

施　策 2 ライフスタイルに応じた保健予防対策の推進
細目 102 保健事業

細々目 03 健康相談事業（負担金）

基 本 計 画 該 当 頁 58
担当部課

コード 653000 評価者
氏　名

山下　豊 連絡先
43 - 9711

行革大綱の重点事項番号 7 名称 阿山支所住民課 (内線)

事業の計画・内容

事
業
目
的

対象等（何が、誰が） 成果（どうなるのか）

40歳以上65歳未満の市民
自らの健康を自らが管理できるようになる

（※対象件数 ）

開始年度 平成 16 年度 関連事業

事
業
内
容

終了

健康問題に関する相談に応じ、必要な指導及び助言を行い正しい知識の普及を図る。
各地区における健康相談の開催
個別相談（電話、面接）

年度 平成 年度 根拠法令・要綱等 老人保健法

状
況
変
化
等

平成１８年度より６５歳以上の高齢者対象の事業は一部介護保険法に基づく地域支援事業に編
成された。６５歳未満の壮年期対象の事業も糖尿病などの生活習慣病予防のための個別への対
応の強化が求められている。本事業の対象がH18年度から40歳から65歳未満になり、各地区巡
回の健康相談は高齢者が多く対象外となった。
健康情報が氾濫している中で自分の健康管理にあった正しい情報の選択を一人ひとりが迫られ
ている。

整備内容 事業実績

活動指標 単位
1 建設用地 実績値 目標値

2 建設面積（延床面積）

健康相談来所者数 人

H18 H19

820

H20 H21

820
3 規模・構造 目標 100 目標 800

健康相談実施回数 回

実績 63 実績 803

40 40
目標 20 目標 25

運営体制 実績 21 実績 36
運営主体 目標 ― 目標

　委託先 （ ） 実績 実績

2 配置（予定）人員 人 目標 ― 目標

3
4 市内の類似施設

年間運営費 千円 実績 実績

目標 ― 目標

評価指標

事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位
実績値 目標値

健康相談　来所者数 各地区での来所者数とする 人

H18 H19 H20

820 820

H21
目標 100 目標 800
実績 63 実績 803
目標 目標

評価
評価項目

必要性

ポイント

4

評価項目についてのコメント

法律で実施が義務付けられている。
健康に関する関心が高まっており、自分の健康についての相談のニーズも多い。

有効性 3 各個人それぞれのニーズにあった個別の相談の場として有効である。市民自らの健康管理の一助となっている。

達成度 3 来所者数が少なく今後周知が必要。

効率性 3 各地域を会場としての相談の他、電話相談やセンターでの随時相談などPRしていくことで時間を有効に利用できる。

総合評価 事業の方向性 改善についての取り組み

A 現状維持 健康相談の機会を広く周知し、市民自らの健康管理に役立てられるようにする。

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１８年度 決算内容 平成１９年度 決算内容 平成２０年度 計画内容 平成２１年度 計画内容
事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額

委託
　 (千円) 　 (千円) 　 (千円) 　 (千円)

消耗品費 60 消耗品費 107 消耗品費 102 消耗品費 122
通信運搬費 69 通信運搬費 35 通信運搬費 40 通信運搬費 40

工事
備品購入費 8

進捗率
(％) 事業費計(A) 　 Σ 129 事業費計(A) 　 Σ 150 事業費計(A) 　 Σ 142 事業費計(A) 　 Σ 162

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.2 人 1,440 人件費（Ｂ） 0.2 人 1,440 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 1,569 1,590 3,742 3,762

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 129 150 142 162

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金 96 20 21 21
県 支 出 金 20 21 21
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 33 110 100 120

計 129 150 142 162

備
考

特定財源の名称・補助基本額・率
地方債の区分と充当率等

民間委託等指定管理直営
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